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○ 滋賀県職員の高齢者部分休業に関する条例（条例第46号） 

１ この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第26条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必

要な事項を定めることとしました。（第１条関係） 

２ 任命権者は、職員が60歳に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以後の日から、１週間を通じて当該職員の

１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で任命権者が定める時間を上限とし、任命権者が定め

る時間を単位として、高齢者部分休業の承認を行うものとしました。（第２条関係） 

３ 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、滋賀県職員等の給与等に関する条例（昭和32年滋賀

県条例第27号）第13条第１項等の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同条例第18条等に規定する勤

務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給することとしました。（第３条関係） 

４ 職員が高齢者部分休業の承認を受けて１週間の勤務時間の一部について勤務しなかった場合には、その勤務しな

かった期間の２分の１に相当する期間を滋賀県職員退職手当条例（昭和28年滋賀県条例第24号）の規定により計算

した在職期間から除算することとしました。（第４条関係） 

５ 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難となった場

合で当該職員の同意を得たとき、または高齢者部分休業をしている職員から申出があった場合は、高齢者部分休業

の承認を取り消し、または休業時間を短縮することができることとしました。（第５条関係） 

６ 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長の申出があった場合で公務の運営に支障がない

と認めるときは、休業時間の延長を承認することができることとしました。（第６条関係） 

７ この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定めることとしました。（第７条関係） 

８ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

(2) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

○ 滋賀県職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（条例第47号） 

１ 滋賀県職員の定年等に関する条例（昭和59年滋賀県条例第５号）の一部改正 

(1) 職員の定年を60歳から65歳まで（医師および歯科医師（病院事業に従事する企業職員を除く。）については65歳

から70歳まで）２年に１歳ずつ段階的に引き上げることとしました。（第１条による改正後の第３条ならびに付

則第３項および第４項関係） 

(2) 管理監督職勤務上限年齢に達した職員を管理監督職以外の職に降任等させる管理監督職勤務上限年齢制の導入

に伴い、対象となる管理監督職の範囲を定めるとともに、管理監督職勤務上限年齢を60歳と定めることとしまし

た。（第１条による改正後の第６条および第７条関係） 

(3) 60歳に達した日以後に退職した職員を選考により短時間勤務の職に採用することができる定年前再任用短時間

勤務制を導入することとしました。（第１条による改正後の第13条関係） 

(4) 任命権者は、当分の間、職員に対し、60歳に達する日以後に適用される任用および給与に関する措置の内容等

に関する情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものと

しました。（第１条による改正後の付則第５項） 

２ 滋賀県職員等の給与等に関する条例（昭和32年滋賀県条例第27号）の一部改正 
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(1) 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤務職員に適用される給料表の基準給料

月額のうち、当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額を、勤務時間により按分して算出す

ることとしました。（第10条による改正後の第４条関係） 

(2) 当分の間、職員が60歳に達した日後における最初の４月１日（以下「特定日」という。）以後の給料月額は、

当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、当該職員の属する職務の級および当該職員の受ける号給に応じ

た額に、100分の70を乗じて得た額としました。（第10条による改正後の付則第17項関係） 

(3) (2)を適用しない職員を定めることとしました。（第10条による改正後の付則第18項関係） 

(4) 地方公務員法（昭和25年法律261号）第28条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員のうち、特定

日に(2)により受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）が降任等の前日に受けていた給料月額に100分

の70を乗じて得た額（以下「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員には、当分の間、特定日以後、

(2)により受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給するこ

と等を定めることとしました。（第10条による改正後の付則第19項および第20項関係） 

(5) 警察法（昭和29年法律第162号）第56条の４第１項の規定による任命により職員となった者について、(4)に準じ

た特例措置を定めることとしました。（第10条による改正後の付則第21項および第22項関係） 

(6) (4)および(5)により給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、(4)および(5)

に準じて給料を支給することとしました。（第10条による改正後の付則第23項および第24項関係） 

３ 滋賀県職員退職手当条例（昭和28年滋賀県条例第24号）の一部改正 

(1) 警察法第56条の４第１項の規定による任命により職員となった後に退職した者に対する退職手当の基本額につ

いて、特例を定めた第５条の２（第５条の３において読み替えて適用する場合を含む。）の規定を読み替えて準

用することとしました。（第12条による改正後の第５条の３の２関係） 

(2) 当分の間、60歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者に対する退職手当の基本額は、第４条

第１項または第５条第１項の規定を準用して計算することとしました。（第12条による改正後の付則第18項およ

び付則第19項関係） 

(3) (2)を適用しない職員を定めることとしました。（第12条による改正後の付則第20項関係） 

(4) 当分の間、２(2)による職員の給料月額の改定は、第５条の２に規定する給料月額の減額改定に該当しないもの

としました。（第12条による改正後の付則第21項関係） 

(5) 当分の間、応募認定等による定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例については、引上げ前の

定年に達する日の属する年度の前年度の３月31日までに退職した職員で要件を満たす者を対象とすることとしま

した。（第12条による改正後の付則第25項関係） 

４ 次に掲げる条例について、必要な規定の整備を行うこととしました。（第２条から第９条まで、第11条および第13

条から第18条まで関係） 

(1) 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（平成６年滋賀県条例第49号） 

(2) 滋賀県職員の配偶者同行休業に関する条例（平成26年滋賀県条例第58号） 

(3) 滋賀県職員の育児休業等に関する条例（平成４年滋賀県条例第４号） 

(4) 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年滋賀県条例第10号） 

(5) 滋賀県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成13年滋賀県条例第56号） 

(6) 滋賀県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年滋賀県条例第１号） 

(7) 滋賀県職員の分限に関する条例（昭和31年滋賀県条例第31号） 

(8) 職員の懲戒の手続および効果に関する条例（昭和26年滋賀県条例第52号） 

(9) 滋賀県職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和49年滋賀県条例第７号） 

(10) 滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和43年滋賀県条例第24号） 

(11) 滋賀県病院事業に従事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平成17年滋賀県条例第112号） 

(12) 滋賀県公立学校職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第20号） 

(13) 滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年滋賀県条例第28号） 

(14) 滋賀県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和46年滋賀県条例第57号） 

(15) 滋賀県地方警察職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第24号） 

５ 滋賀県職員の再任用に関する条例の廃止 

(1) 滋賀県職員の再任用に関する条例を廃止することとしました。（第19条関係） 

(2) 経過措置として、定年の段階的な引上げ期間中、現行の再任用制度と同様の暫定再任用制度を措置することと

しました。（付則関係） 
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６ その他 

(1) この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。ただし、(2)および(4)の一部は公布の日から施行

することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を設けることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 
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